
           品川区休日保育事業実施要綱 

 

     制定 平成１２年３月１０日 区長決定   要綱第６３号 

     改正 平成１３年３月３０日 区長決定   要綱第１７８号 

     改正 平成１５年８月２２日 事業部長決定 要綱第７３号 

     改正 平成１６年４月２０日 事業部長決定 要綱第６６号 

改正 平成２１年３月３１日 事業部長決定 要綱第２６７号 

改正 平成２３年３月２８日 区長決定   要綱第５１号 

改正 平成２７年３月２４日 事業部長決定 要綱第１２８号 

改正 平成２８年１月２９日 区長決定   要綱第２１号 

改正 平成３０年３月１日  区長決定   要綱第２５号 

改正 平成３０年４月１日   事業部長決定 要綱第４２号 

        改正  平成３１年３月７日  部長決定    要綱第４４号 

改正 令和３年３月１９日  区長決定    要綱第１１０号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、保護者が就労等により休日において就学前の児童を家庭

で保育できない場合に保育所（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。）

第３９条に規定する保育所をいう。以下同じ。）で、休日保育事業（以下

「保育」という。）を実施することにより、保護者の子育てと就労を支援す

るとともに、休日に保育を必要とする乳幼児の福祉の向上を図ることを目的

とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「休日」とは、次に掲げる日をいう。ただし、１月

１日から１月３日までおよび１２月２９日から１２月３１日までの間を除く。 

 （１） 日曜日 

 （２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する 

休日 

（対象児童） 

第３条 この保育の対象者は、品川区内に居住する満４か月から小学校就学前



までの健康な児童であって、休日に保護者のいずれもが次の各号のいずれか

に該当する場合とする。 

 （１） 日中、居宅外で労働するとき。 

 （２） 日中、居宅内で児童と離れて日常の家事以外の労働をするとき。 

 （３） 区長が必要であると認めたとき。 

（保育の実施施設） 

第４条 保育の実施は次に掲げる施設で実施する。 

 （１） 品川区立大井保育園   

 （２） 品川区立中延保育園   

 （保育の内容） 

第５条 保育の実施内容は、保育所保育指針 (平成２９年３月３１日厚生労働

省告示第１１７号）に準拠して行うものとする。 

 （保育時間） 

第６条 保育の実施時間は、午前７時３０分から午後６時３０分までの間で保

護者と保育実施日の施設責任者が協議のうえ決定する。 

 （定員） 

第７条 保育に係る定員は、各実施施設１日当たりおおむね２０名程度とする。 

 （申請） 

第８条 保育を受けようとする児童の保護者は、利用したい休日の１月前から

３日前までに休日保育利用申請書（第１号様式）を区長に提出しなければな

らない。ただし、第２条に定める休日および土曜日は受付日から除く。 

２ 前項の申請書には次に掲げる書類のうち、第３号の書類を添付しその他は

提示しなければならない。ただし、品川区立保育園の在園児は第１号の書類

を、２回目以降の利用児童については、第１号から第２号までの書類を省略

することができる。 

 

 （１） 児童の母子健康手帳 

 （２） 児童が加入する健康保険証・乳幼児医療証 

 （３） 保護者の就労等の事実を確認するための必要な書類 

  



 

３ 区長は、第１項の受付に当たっては、申請順で受付け、実施予定日の各施

設における定員をおおむね超えた場合は、以降の受付を制限することができ

る。 

 （承認） 

第９条 区長は、前条の申請があったときは、利用の可否を決定し休日保育利

用承認通知書（第２号様式）により保護者に通知する。 

２ 前項の利用の可否を決定する場合において、区長は、保護者に対して面接

を行うほか必要に応じ、児童の健康診断を実施するものとする。 

 （利用決定の取消） 

第１０条 区長は、保護者または対象児童が次の各号のいずれかに該当する場

合は、利用の承認を取消すことができる。 

 （１） 偽りの申請によって利用の承認を受けたとき。 

 （２） 健康診断等によって保育をするのが困難と認められたとき。 

 （３） 第３条に規定する保育の要件を欠くに至ったとき。 

 （４） その他保育をすることが困難な事情が生じたとき。 

２ 区長は、前項の規定によって利用の承認を取消したときは、休日保育取消

通知書（第３号様式）により保護者に通知する。 

 （利用料） 

第１１条 区長は、次に掲げる児童については、利用料を徴収しない。この場

合において、当該児童の保護者は、第８条第１項の規定により休日保育利用

申請書を提出するに当たり、区長が発行した子どものための教育・保育給付

認定証または子育てのための施設等利用給付認定通知書を区長に提示しなけ

ればならない。 

（１）子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下、「支援法」

と言う。）第１９条第１項１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子どもであり、該当児童の保護者が月１２日以上かつ１日あたり４時間

以上の就労を常態としている児童 

（２）子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下、「支援法」

と言う。）第１９条第１項２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給



認定子ども 

（３）支援法第１９条第１項３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支

給認定子ども 

（４）支援法第３０条の４第１項２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る支給認定子ども 

（５）支援法第３０条の４第１項３号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る支給認定子ども 

２ 前項各号に規定する児童以外の児童の保育を実施するときは、利用料とし

て当該児童１人につき日額２，０００円の費用を徴収する。 

３ 前項の利用料は、第８条の申請時に、原則として前納しなければならない。 

４ 既納の利用料は返還しない。ただし、区長が特別の理由があると認めたと

きは返還することができる。 

５ 利用料を納付した場合において、児童が、利用予定日に病気等により利用

できなかった場合は同一年度内に限り、次回利用希望日に繰り越すことがで

きる。 

 

 （委任） 

第１２条 この要綱の施行について必要な事項は、子ども未来部長が別に定め

る。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。ただし、申請手続きに係る

事項については、別に定める日から施行する。 

 

   付 則 （平成１３年３月３０日改正） 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。ただし、申請手続きに係る

事項については、別に定める日から施行する。 

 

   付 則 （平成１５年８月２２日改正） 

 この要綱は、平成１５年９月１日から施行する。ただし、申請手続きに係る



事項については、別に定める日から施行する。 

 

付 則 （平成１６年４月２０日改正） 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。ただし、申請手続きに係る

事項については、別に定める日から施行する。 

 

付 則 （平成２１年３月３１日改正） 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

 付 則 （平成２３年３月２８日改正） 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

付 則 （平成２７年３月２４日改正） 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

付 則 （平成２８年１月２９日改正） 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

付 則 （平成３０年３月１日改正） 

この要綱は、平成３０年３月１日から施行する。 

 

付 則 （平成３０年４月１日改正） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

   付 則 （平成３１年３月７日改正） 

この要綱は、平成３１年３月２７日から施行する。 

 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 


